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第 3 章から第 5 章では、「主権ゲーム」を 3 つの領土問題に適用し、その有効性が検証
されている。
第 3 章が扱うのは、竹島 (The Liancourt Rocks、韓国名:独島)をめぐる日本外交で
ある。日韓併合以前からの竹島をめぐる歴史とその経済的・象徴的・先例的・戦略的価値
が簡略に述べられた後、 1996 年以後の竹島問題が詳細に扱われる。 1996 年の韓国による
船舶接岸施設の建設、 1998 年の日韓漁業協定、 2004 年の「独島切手」発行、 2006 年の島
根県による「竹島の日」制定・・・と続く展開が、日韓両国の「主権のゲーム」という観
点から分析される。







第 5 章が扱うのは、北方領土 (The Northern Territories) である。第二次大戦終戦期
のソ連による占領によって生じた北方領土問題は、戦後の日本外交にとって中心的な課題
で、あった。だが、ソ連の崩壊とロシアの弱体化によってもたらされた問題解決への好機は、
G7 による経済援助と領土問題をペグさせようとした 1990 年代初頭の日本外交の失敗や、












































えば領土問題を論じる際に鍵となる「決定的期日 (critical date)J および「時際法
(intertemporal law)J といった法的概念について十分な議論が展開されているとは必ず
しも言い難い。
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もっとも、これらの点は本論文の価値を減ずるものではなく、また今後活字として発表
されるまでに改善されるであろうことが期待できる。もとより、本論文は野心的な業績で
あり、本論文が出版されれば、日本外交に関する概括的な研究として国際的にも高い評価
を受けるものと思われる。また、将来的に日本語訳が出版されれば、外交実務に携わる者
や一般読者にとっても議論を広く喚起するような意義ある著作として受容されることが
大いに期待される。
以上により、本論文を、博士(法学)の学位を授与するに値するものと認める。
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